
交付金事業実施状況報告及び推進事業実績報告並びに基金事業実施状況報告及び活性化事業実績報告について

１．今年度に都道府県及び市町村が実施した推進事業及び活性化事業（交付金等）

（単位：円）

２．消費者行政決算見込み額及び今年度の支出等額
（単位：円）

↑常勤化、定員増反映後

↑常勤化、定員増反映後

31                                                                   

31                                                                   

％ ％

27                      ％

27                      

支出等割合（先駆的事業（交付金）を除く。）

59,696,892                                                                

59,696,892                                                                

90,019,420                                                                

％

支出等額（先駆的事業（交付金）を除く。）

支出等割合

2,686,877           

-                       -                       

管内市町村決算（見込み）

190,425,540                                                              消費者行政決算総額（見込み）

41,831,534         

21,020,181          38,676,711          

市町村 合計

-                       4,278,016           4,278,016           
１.消費生活相談機能整備・強化事業
※都道府県は被災４県のみ

合計

都道府県

２.消費生活相談員養成事業

４.消費生活相談体制整備事業

支出等額

-                       

６.地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業

５.市町村の基礎的な取組に対する支援事業

事業名（事業メニュー）

-                       

59,696,892         

2,686,877           

-                       

-                       

21,020,181          20,811,353          

-                       

10,900,465          10,900,465         

３.消費生活相談員等レベルアップ事業

-                       

-                       -                       

100,406,120                                                              

-                       ７.消費者安全法第47条第２項の規定に基づく法定受託事務

うち、先駆的事業 -                       

-                       

都道府県決算（見込み）

別　紙



３．消費生活相談員養成事業

①参加者総数 ①参加者総数

②年間研修総日数 ②年間研修総日数

③参加自治体 ③参加自治体

①実地研修受入総数 ①実地研修受入総数

②年間研修総日数 ②年間研修総日数

③実地研修受入自治体 ③実地研修受入自治体

４．消費生活相談体制整備事業

人 人時間／年

人 人時間／年

人

人

人 円

人 円

人日

人日

事業実施自治体

法人募集型

管内全体の研修参加・受入（実績）

人

自治体参加型

人日

事業実施自治体

人

実施形態 管内全体の研修参加・受入要望（事業計画）

人

人日

県

16,465

青森市（2人）、弘前市（1人）、八戸市（3人）、五所川原市（2人）、十和田市（2人）、三沢市（2人）、むつ市（2人）

管内市町村

追加的総業務量（総時間）
対象人員数

（勤務時間、日数等の拡大）

15

青森市（3人：1,904時間）、弘前市（1人：1,818時間）、八戸市（3人：317時間）、五所川原市（2人：3,633時間）、十和田市（2人：2,806時
間）、三沢市（2人：3,294時間）、むつ市（2人：2,693時間）

対象人員数
（報酬引上げ）

県 0

管内市町村

対象人員数計 追加的総費用

人

県

18,088,281

管内市町村 14

15



５．都道府県が実施した推進事業及び活性化事業（交付金等） （単位：円）

⑯消費者安全法第47条第２項の規定に基づく法定受託事務

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（地
域の多様な主体等との連携の強化を図るための事業）

事業名（事業メニュー）

⑨消費生活相談体制整備事業
※被災４県は本年度の新規分も対象。それ以外は、平成24年度ま
での充実・強化が対象。

⑩市町村の基礎的な取組に対する支援事業

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑧消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援）

合計

⑮地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（先
進性・モデル性の高い事業）

事業計画

28年度
補正予算

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（消
費者の安心・安全を確保するための取組）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（事
業者指導や法執行等）

29年度
本予算

基金
（交付金相当分）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト等）
※被災４県のみ

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理委員会）
※被災４県のみ

⑥消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

事業（実績）の概要

⑤消費生活相談員養成事業（研修開催）

①消費生活相談機能整備・強化事業（増設・拡充）
※被災４県のみ

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の活用）
※被災４県のみ

⑭地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（先
駆的事業）

20,755,000

事業経費

消費者の安全で安心な消費生活の実現に資することを目的に、県の
消費生活相談窓口の充実強化、消費者教育・啓発の強化等に係る次
の事業に集中的に取り組んだ。
①大学・高等学校における消費者教育実践及び実践をサポートする運
営委員会開催、②教員対象の消費者教育セミナー開催、③寸劇による
消費者教育、④高齢者の消費者被害未然防止のための重点啓発、⑤
テレビ・ラジオ・新聞等を活用した重点広報、⑥地域見守り力支援に向
けた支援啓発、⑦子育て世代に向けた消費者教育。

地域の消費者団体等が交流・連携するためのブロックフォーラムの開
催及び消費者団体リーダー育成研修を実施したほか、事業所従業員
への情報提供事業を実施した。

19,340,642

事業の実績

29年度
本予算

28年度
補正予算

基金
（交付金相当分）

事業経費
交付金等対象経費交付金等対象経費

19,513,000 323,000 19,190,000 19,605,823 265,181

1,565,000 1,414,3581,565,000 1,414,358

265,181 - 0 21,020,18121,078,000 323,000 20,755,000



６．推進事業及び活性化事業（都道府県実施分）の実績詳細

７．消費生活相談員養成事業の研修参加、実地研修受入実績（都道府県実施分、該当する場合に記載）

研修参加・受入

実地研修受入人数

⑤消費生活相談員養成事業（研修開催）

⑥消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

⑭地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（先
駆的事業）

実施形態

⑯消費者安全法第47条第２項の規定に基づく法定受託事務

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト等）
※被災４県のみ

対象経費（実績）

研修参加・受入要望

年間研修総日数

法人募集型

事業名（事業メニュー）

⑩市町村の基礎的な取組に対する支援事業

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の活用）
※被災４県のみ

①消費生活相談機能整備・強化事業（増設・拡充）
※被災４県のみ

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

実地研修受入希望人数

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（事
業者指導や法執行等）

人

人

人日

参加者数

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理委員会）
※被災４県のみ

実績

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（地
域の多様な主体等との連携の強化を図るための事業）

自治体参加型

⑧消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援）

参加希望者数

年間研修総日数

講師謝金、運営委員謝金、旅費、啓発チラシ、啓発グッズ等作成費、寸劇スタッフ謝金、テレビ広報
等委託料、教材費、会議費、使用料、運搬料

パネリスト謝金、旅費、会議費、使用料、運搬費

⑮地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（先
進性・モデル性の高い事業）

事業計画

⑨消費生活相談体制整備事業
※被災４県は本年度の新規分も対象。それ以外は、平成24年度ま
での充実・強化が対象。

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（消
費者の安心・安全を確保するための取組）

人

人

人日

人日

消費者被害の未然防止に向け、消費生活センター（１８８を含む。）の認
知率向上を目的に各種啓発活動に取り組んだ結果、平成２９年度の１８８
の認知率は、前年度に比べて7.4ポイント上昇した。
また、見守り体制構築に向けた市町村の取組を支援し、県内全市町村に
おいて来年度までに見守り体制が整備されることとなった。

人日

年間研修総日数

年間研修総日数

地域における消費者団体等と青森県消費生活センターによるブロック
フォーラムの開催等の取組を通じて、地域における消費者教育等の担い
手を育成することができた。

事業強化・機能強化の成果



８．今年度に管内の市町村が実施した推進事業及び活性化事業の総額（交付金等） （単位：円）

⑭消費者安全法第47条第２項の規定に基づく法定受託事務

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）

合計

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増設・拡充）

⑧消費生活相談体制整備事業

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（先進性・モデル性の高い事業）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（事業者指導や法執行等）

323,362

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（先駆的事
業）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

事業名（事業メニュー）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理委員会）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（消費者の安心・安全を確保するための取組）

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（地域の多様な主体等との連携の強化を図るための事業）

398,000八戸市

16,860,000

4,418,841

3,046,684

22,354,000

3,248,000 2,938,000

11,025,000

4,197,961

10,900,465

4,018,000

16,290,030

22,824,937

4,221,000

323,362

青森市、弘前市、五所川原市、十和田市、五戸町、新郷村

398,000

青森市、弘前市、八戸市、五所川原市、十和田市、三沢市、むつ市

青森市、弘前市、八戸市、黒石市、五所川原市、十和田市、三沢市、むつ市、つがる
市、平川市、平内町、今別町、外ヶ浜町、鰺ヶ沢町、深浦町、西目屋村、藤崎町、大
鰐町、田舎館村、板柳町、鶴田町、中泊町、野辺地町、七戸町、六戸町、横浜町、東
北町、六ヶ所村、おいらせ町、大間町、東通村、風間浦村、佐井村、三戸町、南部
町、階上町、新郷村

30,000②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の活用）

56,015,000

16,914,000

07,223,000 31,711,818 6,964,89355,854,0320

2,686,877

16,347,192

8,863,016

30,00018,000

実施市町村

基金
（交付金相当分）

事業経費

8,850,000 4,267,000

18,000

事業の実績

交付金等対象経費

むつ市、つがる市、平内町、今別町、蓬田村、外ヶ浜町、鰺ヶ沢町、深浦町、鶴田
町、中泊町、野辺地町、七戸町、六戸町、横浜町、東北町、六ヶ所村、おいらせ町、
大間町、風間浦村、佐井村、三戸町、五戸町、田子町、南部町、階上町、新郷村

五所川原市

29年度
本予算

4,260,016

事業経費

事業計画

28年度
補正予算

29年度
本予算

28年度
補正予算

基金
（交付金相当分）

交付金等対象経費

青森市、弘前市、八戸市、五所川原市、十和田市、三沢市、むつ市、平内町、鰺ヶ沢
町、田舎館村、中泊町、六戸町、東北町、大間町、風間浦村、佐井村、五戸町、南部
町、階上町

32,301,000



９．推進事業及び活性化事業（管内市町村実施分）の実績詳細

10．今年度の推進事業支出予定額 11．今年度の基金取崩し実績額

　 　

広域連携を構成する市町村が広域連携により整備した消費生活センターの相談員に係る人件費等を負担した結果、各地域、圏域における消費生活相談機能が維持、強化されるとともに、地
域住民が消費者トラブルに遭った際においては、速やかに専門の消費生活相談員に相談し、問題解決に向けた取組を進めることができるようになった。

事業名（事業メニュー）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理委員会）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増設・拡充）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の活用）

円

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（事業者指導や法執行等）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（先駆的事
業）

21,020,181            

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（消費者の安心・安全を確保するための取組）

⑭消費者安全法第47条第２項の規定に基づく法定受託事務

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（地域の多様な主体等との連携の強化を図るための事業）

うち管内の市町村合計

交付金分

うち都道府県

八戸市以外の36市町村において、市町村と高齢者等を見守る体制に参加している団体等がネットワークを構築し、連携して見守り活動に取り組む体制の整備を進めたほか、ネットワークを通し
て住民に啓発資材を配布することで見守り意識の向上を図ることができた。八戸市においては、「消費者アシスト隊員」及び啓発員の活動を講座の実施や啓発グッズ配布等で支援するととも
に、啓発グッズ配布、出前講座の実施などを実施し地域での見守り体制の整備を進めることができた。

法令遵守意識や高い消費者目線を持った事業者として認定した事業者消費安全マイスターを対象に研修を実施した結果、事業者としての責任を再認識してもらうことができた。

-                                 

円

59,696,892            

38,676,711            

-                                 

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援）

円

円

消費生活相談員の雇用継続に加え、報酬を新規に引き上げ、又は既に引き上げした額を維持したことにより、県内７市における消費生活センターの消費生活相談窓口としての機能及び体制
が維持・強化された。

⑧消費生活相談体制整備事業

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（先進性・モデル性の高い事業）

消費生活相談員や消費生活相談窓口職員が国民生活センターや県消費生活センター等で実施する研修に参加することにより、弘前市以外の19市町村にあっては相談対応の能力や専門性
の向上を図ることができ、また、弘前市にあっては消費者教育の推進に向けた能力向上を図ることができた。

事業強化・機能強化の成果の概要

うち都道府県 円

消費生活センターに寄せられた苦情相談のうち、専門家の支援等を要するものについて、当番弁護士によるＦＡＸ相談を実施した結果、解決に向けた方向性を見い出すことができ、消費生活
センターにおける消費生活相談対応力の強化につながった。

円

-                                 

交付金相当分

弘前市以外の５市町村で地域住民への消費者トラブルに関する啓発グッズやパンフレット等を配付する等の取組により意識啓発を図った結果、県全体における消費者ホットライン188の認知率
は、前年度と比べて7.4ポイント上昇した。また、弘前市では、若年層の消費者教育推進に向けて、弘前圏域の小中学校に啓発リーフレット等を配布し、小中学校における消費者教育の推進を
図った。

うち管内の市町村合計



12．消費者行政決算見込み額（１）

13．消費者行政決算見込み額（２）

円

円

円

円

94,744,974

35,884,14351,342,709

35,048,082

10,900,465

38,676,711

59,696,892

円円

円

95,680,566

10,900,465

0

うち管内市町村

④③を含めた交付金等対象外経費

うち都道府県 円

うち交付金等対象経費

190,425,540

円

円円30,908,964

15,458,566

③都道府県全体の消費者行政決算見込み総額

90,019,420円 円

対平成２０年度差

円

今年度

15,458,566

円

円

円 79,385,939

円

81,617,892円

77,802,137

円

円円

80,222,000

80,222,000

うち交付金等対象の常勤職員の時間外勤務手当

うち交付金等対象の賃料、人件費等

円

前年度平成２０年度

10,705,266 円

②都道府県の管内の市町村の消費者行政決算見込み総額

円

0

100,406,120

うち交付金等対象外経費

うち都道府県

43.0

円95,680,566

うち都道府県

うち管内市町村

うち都道府県

55

うち交付金等対象の常勤職員の時間外勤務手当

うち交付金等対象外経費

うち先駆的事業

うち交付金相当分取崩対象外経費 46,893,173

円

うち交付金等対象の常勤職員の時間外勤務手当

円

108,427,247①都道府県の消費者行政決算見込み額

26,809,355

円

円

円

1,978,573

7,767,747

円

12,217,283

円

円

円

円

円円

195,199

円

円

16.2

2,217,583

うち管内市町村

円

人

29,341,658

うち交付金等対象経費

うち交付金等対象の賃料、人件費等

⑤消費者行政予算総額に占める交付金等支出額割合

円

195,199

円

0

％

円

0

円

円

円

△ 836,061

うち交付金等対象の賃料、人件費等

0

4,449,536

円

％

51,342,709

うち交付金等対象経費

円円

21,020,181 円

対前年度差

20,184,120

△ 5,789,174

円

0

円

74,560,854

0

0

円

円

4,196,156

②定数内の消費者行政担当者数（今年度末時点） 人

うち管内市町村

人

％27.2

円

うち管内市町村

人

③定数内の消費者行政担当者の人件費（想定） 29,341,658

108,727,597

186,229,384

うち先駆的事業

円

うち先駆的事業

うち都道府県

①定数内の消費者行政担当者数（平成20年度末時点）

57,718,319

円

人

円

57

人

0

円

円

円

4

△ 8,021,127

円

160,070,306

130,728,648

0円

円

11

66

10,705,266

128,511,065

0

61

円

円

円

円

円 円

円△ 2,231,953



14．基金の管理（実績）

15．都道府県の消費生活相談員の配置について

16．都道府県の相談員の処遇改善に向けた取組（実績）

円

円

円

今年度末の予定基金残高（交付金相当分）
　（※出納整理後の額を記載）

-                                         

今年度の基金積戻し額（交付金相当分）

うち定数内の相談員

-                                         

-                                         

設置当初の基金残高（交付金相当分） 393,358,000                          

人

今年度末実績 相談員総数

相談員総数

人

8

相談員総数

人

前年度末

①報酬の向上

④その他

うち委託等の相談員 前年度末

うち定数外の相談員

8

-                                         

今年度末実績

前年度末の基金残高（交付金相当分）

今年度の基金取崩し額（交付金相当分）

円

前年度末

相談員総数

相談員総数

消費生活相談員の配置 人

人

相談員総数 8

前年度末 今年度末実績

今年度の基金運用収入予定（交付金相当分）

相談員総数 8

人

-                                         

円

円

人

人 今年度末実績

相談員総数

処遇改善の取組 具体的内容

②研修参加支援

③就労環境の向上

国民生活センター主催の研修等への参加支援



17．管内市町村の消費生活相談員の配置について

18．今年度の管内の市町村の相談員の処遇改善に向けた取組（実績）

人相談員総数

人

相談員総数14 人

人

相談員総数 5

今年度末実績

5うち委託等の相談員

今年度末実績

前年度末

うち定数外の相談員 14前年度末

人 今年度末実績

消費生活相談員の配置 人

○実施市町村：青森市、弘前市、八戸市、五所川原市、十和田市、三沢市、むつ市（７市）
○具体的内容：次のとおり
　・青森市：報酬引き上げの維持（平成２５年度～）
　・弘前市：報酬引き上げ（平成２９年度～）
　・八戸市：報酬引き上げ及び時間外手当の支給の維持（平成２２年度～）
　・五所川原市：報酬引き上げの維持（平成２７年度～）
　・十和田市：報酬引き上げの維持（平成２８年度～）
　・三沢市：報酬引き上げの維持（平成２６年度以降毎年度継続して一定額を増額）
　・むつ市：報酬引き上げの維持（平成２６年度～）

前年度末 相談員総数

○実施市町村：青森市、弘前市、八戸市、五所川原市、十和田市、三沢市、むつ市（７市）
○具体的内容：消費生活相談員が国民生活センターや県消費生活センター等で実施する研修に参加することにより、相談対応能力を高め、より専門的なスキルを高めることができた。

処遇改善の取組 実施市町村及び具体的内容

人相談員総数 19前年度末

うち定数内の相談員

相談員総数 人

相談員総数 19

今年度末実績 相談員総数

③就労環境の向上

④その他

②研修参加支援

○①報酬の向上

○


